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元データ：「港湾統計（年報）」（国土交通省） 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 

 

図 1 瀬戸内海沿岸 11府県における入港船舶総トン数の推移 

 

 

 

 

 
元データ：「港湾統計（年報）」（国土交通省） 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 

 

図 2 瀬戸内海沿岸 11府県における港湾貨物取扱量の推移 
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元データ：発生負荷量等算定調査（環境省） 

  

図 3 瀬戸内海における COD 発生負荷量の推移 

 

 
元データ：発生負荷量等算定調査（環境省） 

  

図 4 瀬戸内海における全窒素発生負荷量の推移

 
元データ：発生負荷量等算定調査（環境省） 

  

図 5 瀬戸内海における全りん発生負荷量の推移 
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元データ：公共用水域水質測定結果（環境省） 

 

図 6 広域的な閉鎖性海域における COD の環境基準達成率の推移 

 

 

 

 
 

元データ：公共用水域水質測定結果（環境省） 

 

図 7 広域的な閉鎖性海域における全窒素及び全りんの環境基準達成率の推移 
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注）水質水平分図の作成における地点間補間については、地点間の内外を問わず、スプライン関数を用い 

た空間補間の方法により行った。 

元データ：広域総合水質調査（環境省） 

出典：第７次水質総量削減制度の在り方について（答申）、平成 22 年 3 月、中央環境審議会 

 

図 8 瀬戸内海における透明度の分布 

平成 18～20 年度の平均 

昭和 57～59 年度の平均 
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元データ：太平洋沿岸 62 地点平均については、公共用水域水質測定結果（環境省） 

その他の海域については、広域総合水質調査（環境省） 
 

図 9 海域別の COD 濃度の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元データ：広域総合水質調査（環境省） 

 

図 10 海域別の全窒素濃度の推移 
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元データ：広域総合水質調査（環境省） 

 

図 11 海域別の全りん濃度の推移 

 

 
備考：(a) 東京湾，(b) 瀬戸内海，(c) 洞海湾（上層，年度平均） 

測点位置は図 14 に示す。 

出典：藤原建紀，意見募集提供資料 

 

図 12 同一スケールで示した各海域の全窒素濃度 
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出典：藤原建紀，意見募集提供資料 

 

図 13 東京湾、瀬戸内海、洞海湾の測点位置 

 

 

 

 

(b) 瀬戸内海縦断図 

出典：環境省広域総合水質調査 

(c) 瀬洞海湾から関門海峡，響灘 

出典：北九州市公共用水域水質調査 

(a) 東京湾から内房，外房，銚子に至

る測線． 

出典：千葉県公共用水域水質調査 



- 8 - 

 

 

元データ：瀬戸内海の赤潮（水産庁瀬戸内海漁業調整事務所） 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 

 

 図 14 赤潮発生海域の推移 
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注） 実件数は、複数の灘及び月にまたがるものを 1 件として計上した値 

元データ：瀬戸内海の赤潮（水産庁瀬戸内海漁業調整事務所） 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 

 

図 15 赤潮の発生実件数 

 
元データ：昭和 57～62 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、昭和 58～62 年） 

          平成 3～8 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、平成 5～8 年） 

          平成 13～17 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、平成 15～18 年） 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 

 

図 16 底質分布図（COD） 
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元データ：昭和 57～62 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、昭和 58～62 年） 

          平成 3～8 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、平成 5～8 年） 

          平成 13～17 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、平成 15～18 年） 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 

 

図 17 底質分布図（強熱減量） 
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元データ：昭和 57～62 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、昭和 58～62 年） 

          平成 3～8 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、平成 5～8 年） 

          平成 13～17 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、平成 15～18 年） 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 

 

図 18 底質分布図（全りん） 
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元データ：昭和 57～62 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、昭和 58～62 年） 

          平成 3～8 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、平成 5～8 年） 

          平成 13～17 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、平成 15～18 年） 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 

 

図 19 底質分布図（全窒素） 
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元データ：昭和 57～62 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、昭和 58～62 年） 

          平成 3～8 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、平成 5～8 年） 

          平成 13～17 年：瀬戸内海環境情報基本調査（環境庁、平成 15～18 年） 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 

 

図 20 底質分布図（酸化還元電位） 
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注） 1860-1940 は 10 年間の建設数しかないので、半分づつ示してある。 

元データ：「ダム便覧」（(財)日本ダム協会） 

出典：日本の里山・里海評価―西日本クラスター瀬戸内海グループ, 2010. 里山・里海：日本

の社会生態学的生産ランドスケープ 瀬戸内海の経験と教訓－里海としての瀬戸内海

－, 2010, 国際連合大学, 東京. 

 

図 21 瀬戸内海に流入する河川に作られたダム・河口堰数の経年変動と累積数 

 

 
元データ：「ダム便覧」（(財)日本ダム協会） 

出典：日本の里山・里海評価―西日本クラスター瀬戸内海グループ, 2010. 里山・里海：日本

の社会生態学的生産ランドスケープ 瀬戸内海の経験と教訓－里海としての瀬戸内海

－, 2010, 国際連合大学, 東京. 

 

図 22 瀬戸内海に流入する河川に作られたダム・河口堰数の位置 
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表 1 海砂利採取の規制状況及び規制の根拠 

 

 
Ａ. 

規制状況 

Ｂ． 

根拠規定  

大阪府 ④ －  

兵庫県 ① ② 
兵庫県漁業調整規則第 43 条(S41.7 施行)において県内の海砂利採

取可能海域の全てを土砂採取禁止区域に設定。 

和歌山県 ④ －  

岡山県 ①  ② 
岡山県普通海域管理条例、岡山県普通海域占用等許可事務取扱要領

(H10.10 施行)に基づき、平成 15年 4月より海砂利採取を全面禁止。 

広島県 ②  ② 

「海砂利採取に関する基本方針（S52.6 制定）」において「過去３

か年間に県内海域において海砂利採取許可を受けた実績を有する

ものであること」を条件とした。（H10.2 月悪質な違反を犯した全

業者の資格剥奪。資格要件を満たすものが存在しなくなり事実上全

面禁止。） 

山口県 ① ② 

「一般海域の利用に関する条例」の許可基準である「一般海域にお

ける土石採取許可の取扱いについて」（H10.6.1 施行）により新規

参入禁止。（H19.8.1 操業していた 1社が操業区域を変更したため、

瀬戸内海での海砂利採取はなくなった。） 

香川県 ① ② 
「海砂利採取に関する基本方針」に基づき、平成 17 年 4 月 1 日か

ら採取禁止。 

徳島県 ② － 昭和 53年 12 月より海砂利採取は禁止。 

愛媛県 ① ① 
「瀬戸内海の環境保全に関する愛媛県計画」(H14.7策定)に基づき、

平成 18 年度より採取禁止。 

福岡県 ① ② 
福岡県一般海域管理条例、福岡県一般海域管理運用要綱（H13.4 施

行）に基づき採取禁止。 

大分県 ① ① 
「瀬戸内海の環境の保全に関する大分県計画」（H20.6 策定）に基

づき平成 20 年６月以降は原則禁止。 

 

注） 1. 規制状況の分類は以下のとおり 

①何らかの規定等を踏まえ、砂利採取法の採取計画を認可していない。 

②特段根拠となるものはないが、砂利採取法の採取計画を認可していない。 

③採取計画を認可しているが、削減に向けた措置を適用している。 

④過去から採取実績がないため、特段の規制をしていない。 

2. 根拠規定の分類は以下のとおり 

①瀬戸内海の環境の保全に関する府県計画 

②その他の条例等 

② 

① 
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表２ 海砂利の採取実績量及び採取認可量 

 （単位：千ｍ３） 

年 度 H16d H17d H18d H19d H20d H21d H22d H23d 

大 阪 府 0 0 0 0 0 0 0 0 

兵 庫 県 0 0 0 0 0 0 0 0 

和歌山県 0 0 0 0 0 0 0 0 

岡 山 県 0 0 0 0 0 0 0 0 

広 島 県 0 0 0 0 0 0 0 0 

山 口 県 294 338 242 79 0 0 0 0 

香 川 県 2,019 0 0 0 0 0 0 0 

徳 島 県 0 0 0 0 0 0 0 0 

愛 媛 県 2,409 2,176 0 0 0 0 0 0 

福 岡 県 0 0 0 0 0 0 0 0 

大 分 県 45 28 4 24 45 27 12 41 

 

注） 1. 平成 22 年度までは採取実績量、平成 23 年度は採取認可量の値 

2. 山口県、福岡県、大分県については、県内の海砂利採取量のうち瀬戸内海における値 

3. 国や県の事業による航路浚渫に伴う海砂利採取については実績量に含めない 

 

 

 
注） 1. 1978 年度（第 2 回自然環境保全基礎調査）の値は、1989～90 年度（第 4 回自然環境保全 

基礎調査）の面積に消滅面積を加算した値である。 

          2. 響灘を除いた面積 

元データ：1960、1966、1971 年度：水産庁南西海区水産研究所調査 

       1989～1990 年度（第 4 回）：自然環境保全基礎調査（環境省） 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 

 

図 23 瀬戸内海における藻場面積の推移 
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注） 1. 出典により、面積測定方法に違いがある。 

2. 1978 年度（第 2 回自然環境保全基礎調査）の値は、1989～90 年度（第 4 回自然環境保全 

基礎調査）の面積に消滅面積を加算した値である。 

          3. 響灘を除いた面積 

元データ：1898、1925、1949、1969 年度：瀬戸内海要覧（建設省中国地方建設局） 

1978 年度（第 2 回）、1989～1990 年度（第 4 回）：自然環境保全基礎調査（環境庁） 

            2006 年度：瀬戸内海干潟実態調査報告書（環境省） 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 

 

図 24 瀬戸内海における干潟面積の推移 

 

 

注） 1. 昭和 40 年～47 年は 1 月 1 日~12 月 31 日、48 年は 1 月 1 日～11 月 1 日、49 年意向は前年 

の 11 月 2 日～11 月 1 日までの累計（瀬戸内海環境保全臨時措置法は、昭和 48 年 11 月 2 

日に施行） 

2. 図中の昭和 46～48 年の値は、3 年間平均の数値を示した。    

元データ：環境省調べ 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 

 

図 25 瀬戸内海における埋立免許面積の推移 
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元データ：国土交通省中国地方整備局港湾空港部 港湾空港関係データ  

 

図 26  中国地方における離島人口と高齢化率の推移 

 

 

注） 1. 自然海岸：海岸（汀線）が人工によって改変されないで自然の状態を保持している海岸 

2. 半自然海岸：道路、護岸、コンクリートブロック等の人工構造物で海岸（汀線）の一部に人 

工が加えられているが、潮間帯においては自然の状態を保持している海岸 

     3. 人工海岸：港湾・埋立・浚渫・干拓等により人工的につくられた海岸 

   4. 河口部：河川法（河川法適用外の河川も準用）による「河川区域」の最下流端 

元データ：自然環境情報図（第 5 回調査：平成 8 年度）（環境省） 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 

 

図 27 瀬戸内海の海岸線の状況 
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表３ 瀬戸内海の海岸線の状況 

 
注） 1. 瀬戸内海の区域は、瀬戸内海環境保全特別措置法の「瀬戸内海」の範囲 

2. 第 5 回自然環境保全基礎調査が実施されていない兵庫県のデータは第 4 回調査結果を使用 

3. 自然海岸：海岸（汀線）が人工によって改変されないで自然の状態を保持している海岸 

4. 半自然海岸：道路、護岸、コンクリートブロック等の人工構造物で海岸（汀線）の一部に人 

工が加えられているが、潮間帯においては自然の状態を保持している海岸 

     5. 人工海岸：港湾・埋立・浚渫・干拓等により人工的につくられた海岸 

   6. 河口部：河川法（河川法適用外の河川も準用）による「河川区域」の最下流端 

元データ：第 2 回（昭和 53 年度）、第 3 回（昭和 59 年度）、第 4 回（平成 5 年度）及び第 5 回（平

成 8 年度）「自然環境保全基礎調査」（環境庁）より作成 

出典：平成 23 年度瀬戸内海の環境保全資料集（（社）瀬戸内海環境保全協会） 
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出典：湯浅一郎、藤岡義隆「瀬戸内海における海岸生物の長期変遷と指標生物」、第３回海環境と 

生物及び沿岸環境修復技術に関するシンポジウム発表論文集、113-118、平成 16 年（2004 年）. 

 
 

図 28 広島県呉市周辺６定点における海岸生物種類数の経年変動 

 

 

 

注） 1. 瀬戸内海の漁獲量は 1970 年代と 1980 年代の平均（約 42 万トン）とした。 

   2. 瀬戸内海の面積は漁獲量に合わせて響灘及び豊後水道を除した値で算出した。 

出典：岡市友利、小森星児、中西弘編「瀬戸内海の生物資源と環境」(1996)  

   「瀬戸内海区及び太平洋南区における漁業動向」（農林水産省中国四国農政局統計部） 

 

図 29 世界の主要な閉鎖性海域の海面漁業生産量（1970～1980 年代） 
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注）全窒素及び全りん濃度のデータは、昭和 55 年までは 18 灘の平均値を単純平均したもの、昭和 56 年 

以降は測定点ごとの年平均値を平均したものである。 

出典：漁業生産量 

平成 17 年以前：「瀬戸内海区及び太平洋南区における漁業動向」 

（農林水産省中国四国農政局統計部） 

平成 18 年、19 年：農林水産省近畿農政局統計部資料、農林水産省中国四国農政局統計部資料、 

農林水産省九州農政局統計部資料 

平成 20 年以降：農林水産省資料 

水質データ 

広域総合水質調査（環境省） 

 

図 30 瀬戸内海における漁業生産量と全窒素・全りん濃度の推移 

 

 

 
 

元データ：広域総合水質調査（環境省） 

 

図 31 瀬戸内海における水温の推移 
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